
事務 ト

理経費

２　事業コスト

事

[

業費等（千円）
令和0

長

4年度 令和05年度 令

期

和06年度 令和07年

総

度 令和08年度

当初予

合

算 決算 当初予算 決算 当

計

初予算 決算 当初予算 決

画

算 計画 決算

事業費 53

]

0 319 465 345

そ

435 267 1,60

の

3 0 1,603 0

伸び

他

率（％） △87.4%

分

△57% △12.3%

野

8.2% △6.5% △

別

22.6% 268.5

目

% △100% 0% 0%

標

人件費
正規職員 23,

５

737 25,754 2

そ

3,823 24,91

の

2 24,935 25,

他

480 0 0 0 0

正規職

事

員以外 0 0 0 0 0 0 0

業

0 0 0

小計 23,73

区

7 25,754 23,

分

823 24,912 2

(

4,935 25,48

2

0 0 0 0 0

国庫支出金

)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

自

県支出金 0 0 0 0 0 0

治

0 0 0 0

市　　債 0 0

事

0 0 0 0 0 0 0 0

そ 

務

の 他 16 0 31 2 2

○

0 386 0 386 0

一

法

般財源（税等） 514

定

319 434 343 4

受

33 267 1,217

託

0 1,217 0

所要人

事

数 正規職員 3.06 3

務

.32 3.06 3.2

そ

0 3.20 3.27 0

の

.00 0.00 0.0

他

0 0.00

（人） 正規

政

職員以外 0.00 0.

　

00 0.00 0.00

策

0.00 0.00 0.

１

00 0.00 0.00

健

0.00

主な予算内訳

全

消耗品費　２４０千円

な財政

３　目

運

標及び実績
指標名 単位

営

令和04年度 令和05

の

年度 令和06年度 令和

推

07年度 令和08年度

進

活
動
指
標

行財政改革取

会

組項目の進捗管理実施

計

数
回

目標値 2 2 2

実績

一

値 2 2 2

達成度(%)

般

100% 100% % %

会

%

目標値

実績値

達成度

計

(%)

成
果
指
標

行財政

款

改革取組項目の達成率

総

％
目標値 100 100

務

100

実績値 94.9

費

98.8 96.3

達成

施

度(%) 94.9% 9

　

8.8% 96.3% %

策

%

目標値

実績値

達成度

１

(%)

健全な財政運営の推進 会計・ 項 総務管理費

予算区分 目 一般管理

事

費

取組方針 １
健全な財政運営の推進 大事業 行政経営課事業

中事業 行政経営事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 行政経営課 木本　滋之 435-1151

事業実施の根拠法令 関連課 人事

業

課・財政課・企画政策課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

財政健全化と市民サービスの維持・向上、事務の効率化をめざす。 行財政改

チ

革大綱に示した行政運営の基本方針に基づいた行財政改革実施計画を計画どおり実施する。

職員提案等の事務改善を行う。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

・行財政改革大綱及び行

ェ

財政 ・行財政改革大綱及び行財政 ・行財政改革大綱及び行財政 ・行財政改革大綱及び行財政 ・行財政改革大綱及び行財政

改革実施計画に基づき、各取 改革実施計画に基づき、各取 改革実施計画に基づき

事

、各取 改革実施計画に

ッ

務

基づき、各取 改革実施

事

計画に基づき、各取

組

業

項目の進捗管理を行い

N

計画 組項目の進捗管理

o

を行い計画 組項目の進

事

捗管理を行い計画 組項

業

目の進捗管理を行い計

名

画 組項目の進捗管理を

[

行い計画

どおり実施さ

事

れるよう支援す どおり

ク

業

実施されるよう支援す

基

どおり実施されるよう

本

支援す どおり実施され

情

るよう支援す どおり実

報

施されるよう支援す

る

]

。 る。 る。 る。 る。

・

1

政策研究グループを募

8

集し ・政策研究グルー

4

プを募集し ・政策研究

5

グループを募集し ・政

シ

1

策研究グループを募集

行

し ・政策研究グループ

政

を募集し

、職員の政策

経

形成能力の向上 、職員

営

の政策形成能力の向上

事

、職員の政策形成能力

業

の向上 、職員の政策形

事

成能力の向上 、職員の

業

政策形成能力の向上

を

区

図るとともに、行政運

ー

分

営に を図るとともに、

(

行政運営に を図るとと

1

もに、行政運営に を図

)

るとともに、行政運営

事

に を図るとともに、行

業

政運営に

反映させる。

経

反映させる。 反映させ

費

る。 反映させる。 反映

○

させる。

管



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

行財政改革取組項目は一定の目標を達成しているが、今後の本市を取り巻く厳しい環境を考慮すると、より一層の踏み込ん

だ行財政改革が必要と思われる。

担当

４

課評価の根拠

和歌山市

　

行財政改革実施計画に

事

基づいて進捗管理を行

業

うとともに、積極的に

の

実施計画の見直しを行

評

い、内容の変更や項目

価

の

追加等を行う。

見直

評

し・改善内容

価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

理

職員 6,206 7,2

経

15 6,228 7,0

費

07 7,792 7,6

[

37 0 0 0 0

正規職員

長

以外 0 0 0 0 0 0 0 0

期

0 0

小計 6,206 7

総

,215 6,228 7

合

,007 7,792 7

計

,637 0 0 0 0

国庫

画

支出金 0 0 0 0 0 0 0

]

0 0 0

県支出金 0 0 0

そ

0 0 0 0 0 0 0

市　　

の

債 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他

0

そ の 他 0 0 0 0

分

0 0 0 0 0 0

一般財源

野

（税等） 181 116

別

181 91 182 10

目

1 182 0 182 0

所

標

要人数 正規職員 0.8

５

0 0.93 0.80 0

そ

.90 1.00 0.9

の

8 0.00 0.00 0

他

.00 0.00

（人）

事

正規職員以外 0.00

業

0.00 0.00 0.

区

00 0.00 0.00

分

0.00 0.00 0.

(

00 0.00

主な予算

2

内訳
附属機関委員報酬

)

　２６０千円　　会場

自

その他借上料　２２千

治

円

事務

３　

○

目標及び実績
指標名 単

法

位 令和04年度 令和0

定

5年度 令和06年度 令

受

和07年度 令和08年

託

度

活
動
指
標

評価対象施

事

策数
施策

目標値 18 1

務

2

実績値 18 1 2

達成

そ

度(%) 100% 10

の

0% 100% % %

行政

他

評価委員会開催回数
回

政

目標値 4 4 4

実績値 4

　

4 4

達成度(%) 10

策

0% 100% 100%

１

% %

成
果
指
標

前年度評

健

価における指摘事項に

全

対する改善率
％

目標値

な

100 100 100

実

財

績値 100 100 10

政

0

達成度(%) 100

運

% 100% 100% %

営

%

目標値

実績値

達成度

の

(%)

推進 会計 一般会計

款 総務費

施　策 １
健全な財政運営の推進 会計・ 項 総務管理費

予算区分 目 一般管理

事

費

取組方針 １
健全な財政運営の推進 大事業 行政経営課事業

中事業 行政評価事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 行政経営課 木本　滋之 435-1151

事業実施の根拠法令 和歌山市行

業

政評価委員会条例 関連課 人事課、企画政策課、財政課、教育政策課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

成果を重視し、質の高い事業の実

チ

施を目指す。 各施策及び事業の所管部署が本行政評価システムを活用することで、施策の進捗状況や成果の把握、事業

評価表を通じて、市民に説明責任を果たす。 の「見直し」「改善」を図る。

職員の意識改革を図る。

事務

ェ

事業の再点検を行う。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

外部の有識者等で構成される 外部の有識者等で構成される 外部の有識者等で構成される 外部の有識者等

事

で構成される 外部の有

ッ

務

識者等で構成される

行

事

政評価委員会による評

業

価の 行政評価委員会に

N

よる評価の 行政評価委

o

員会による評価の 行政

事

評価委員会による評価

業

の 行政評価委員会によ

名

る評価の

実施と、管理

[

部門による施策 実施と

事

、管理部門による施策

ク

業

実施と、管理部門によ

基

る施策 実施と、管理部

本

門による施策 実施と、

情

管理部門による施策

及

報

び事業の二次評価を実

]

施す 及び事業の二次評

1

価を実施す 及び事業の

8

二次評価を実施す 及び

4

事業の二次評価を実施

5

す 及び事業の二次評価

シ

2

を実施す

る。 る。 る。

行

る。 る。

政評価事

２　事業コスト

事

業

業費等（千円）
令和0

事

4年度 令和05年度 令

業

和06年度 令和07年

区

度 令和08年度

当初予

ー

分

算 決算 当初予算 決算 当

(

初予算 決算 当初予算 決

1

算 計画 決算

事業費 18

)

1 116 181 91 1

事

82 101 182 0 1

業

82 0

伸び率（％） △

経

38.6% 3.6% 0

費

% △21.6% 0.6

○

% 11% 0% △100

管

% 0% 0%

人件費
正規



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか できない ○ 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

行政評価により指摘を受けた事業の改善率は一定の目標を達成しているものの、PDCAサイクルを徹底することで、より効率

性の向上を図る必要がある。

担当

４

課評価の根拠

評価にお

　

ける担当課資料の作成

事

にあたり、具体的な数

業

値等を示すなど、より

の

実効性のある評価がで

評

きるよう、指導・助言

価

の

工夫を行う。

見直し

評

・改善内容

価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

理

員に報告し、監査委員

経

か 査委員に報告し、監

費

査委員か

ら公表する。

[

ら公表する。 ら公表す

長

る。 ら公表する。 ら公

期

表する。

総合計画

２　事業コスト

事

]

業費等（千円）
令和0

そ

4年度 令和05年度 令

の

和06年度 令和07年

他

度 令和08年度

当初予

分

算 決算 当初予算 決算 当

野

初予算 決算 当初予算 決

別

算 計画 決算

事業費 10

目

,951 10,948

標

11,009 11,0

５

02 11,009 10

そ

,966 11,009

の

0 11,009 0

伸び

他

率（％） △0.5% △

事

0.7% 0.5% 0.

業

5% 0% △0.3% 0

区

% △100% 0% 0%

分

人件費
正規職員 3,8

(

79 4,034 3,8

2

93 3,893 11,

)

377 10,676 0

自

0 0 0

正規職員以外 3

治

,196 3,196 3

事

,424 3,424 0

務

0 0 0 0 0

小計 7,0

○

75 7,230 7,3

法

17 7,317 11,

定

377 10,676 0

受

0 0 0

国庫支出金 0 0

託

0 0 0 0 0 0 0 0

県支

事

出金 0 0 0 0 0 0 0 0

務

0 0

市　　債 0 0 0 0

そ

0 0 0 0 0 0

そ の 

の

他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他

0

一般財源（税等） 1

政

0,951 10,94

　

8 11,009 11,

策

002 11,009 1

１

0,966 11,00

健

9 0 11,009 0

所

全

要人数 正規職員 0.5

な

0 0.52 0.50 0

財

.50 1.46 1.3

政

7 0.00 0.00 0

運

.00 0.00

（人）

営

正規職員以外 0.95

の

0.95 0.95 0.

推

95 0.00 0.00

進

0.00 0.00 0.

会

00 0.00

主な予算

計

内訳
外部監査委託料　

一

１０，９１２千円

般会計

３　目標及

款

び実績
指標名 単位 令和

総

04年度 令和05年度

務

令和06年度 令和07

費

年度 令和08年度

活
動

施

指
標

包括外部監査人ら

　

の来庁等による監査関

策

連業務回数（担当課へ

１

のヒア
日

目標値 20 2

健

0 20 15

リング、実

全

地調査、会議等） 実績

な

値 20 17 7

達成度(

財

%) 100% 85% 3

政

5% % %

目標値

実績値

運

達成度(%)

成
果
指
標

営

意見・指摘に対する措

の

置率（平成１１年度か

推

らの当該年度の前年度

進

ま
％

目標値 100 10

会

0 100 100

での累

計

計率） 実績値 100 1

・

00 100

達成度(%

項

) 100% 100% 1

総

00% % %

目標値

実績

務

値

達成度(%)

管理費

予算区分 目 一般管理

事

費

取組方針 １
健全な財政運営の推進 大事業 行政経営課事業

中事業 外部監査事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 行政経営課 木本　滋之 435-1151

事業実施の根拠法令 地方自治法

業

第252条の36 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

予算執行の適正化を図ること。 地方自治法で義務付けされている制度で、市

チ

の組織に属さない外部の専門的知識を有する者により、財務

事務の執行や経営に係る事業の管理が適正かつ効率的に行われているかについて、監査を行う。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和

ェ

08年度

外部監査人が自らの判断で特 外部監査人が自らの判断で特 外部監査人が自らの判断で特 外部監査人が自らの判断で特 外部監査人が自らの判断で特

定の事件を選択し監査を行う 定の事件を選択し

事

監査を行う 定の事件を

ッ

務

選択し監査を行う 定の

事

事件を選択し監査を行

業

う 定の事件を選択し監

N

査を行う

。外部監査の

o

結果報告に基づ 。外部

事

監査の結果報告に基づ

業

。外部監査の結果報告

名

に基づ 。外部監査の結

[

果報告に基づ 。外部監

事

査の結果報告に基づ

き

ク

業

指摘された事項につい

基

ての き指摘された事項

本

についての き指摘され

情

た事項についての き指

報

摘された事項について

]

の き指摘された事項に

1

ついての

措置状況調査

8

を実施し、改善 措置状

4

況調査を実施し、改善

5

措置状況調査を実施し

シ

3

、改善 措置状況調査を

外

実施し、改善 措置状況

部

調査を実施し、改善

し

監

た事項、市の方針が決

査

定さ した事項、市の方

事

針が決定さ した事項、

業

市の方針が決定さ した

事

事項、市の方針が決定

業

さ した事項、市の方針

区

が決定さ

れた事項も含

ー

分

め措置状況を監 れた事

(

項も含め措置状況を監

1

れた事項も含め措置状

)

況を監 れた事項も含め

事

措置状況を監 れた事項

業

も含め措置状況を監

査

経

委員に報告し、監査委

費

員か 査委員に報告し、

○

監査委員か 査委員に報

管

告し、監査委員か 査委



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む 中長期的に取り組む ○ 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか できない ○ 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

包括外部監査は、地方自治法第２５２条の３６第１項で都道府県及び政令で定める市（政令指定都市及び中核市）において

平成１１年４月から義務付けられてお

４

り、地方公共団体の組

　

織に属さない外部の専

事

門的知識を有するもの

業

による監査を導入

する

の

ことで、地方公共団体

評

の監査機能の独立性・

価

専門性が一層充実され

評

る。

担当課評価の根拠

価

なお、監査を行うテー

基

マについては、包括外

準

部監査人が自らの判断

[

で決定する。

外部監査

妥

人の「意見」に対して

当

は、必ずしも措置等を

性

要するものではないが

]

、包括外部監査人は公

事

認会計士としての専門

業

的

知識が、市の監査に

の

有用であるとの考えで

ニ

選任されていることか

ー

ら、市民に十分な説明

ズ

責任が果たせるよう、

は

担当部局に対

しては、

あ

「指摘」だけでなく、

る

「意見」に対しても尊

か

重した対応を行うよう

増

通知し、措置状況の調

加

査を行っている。

見直

し

し・改善内容

ている ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

○

人数 正規職員 3.38

[

3.20 3.20 3.

長

18 3.18 3.79

期

3.79 0.00 0.

総

00 0.00

（人） 正

合

規職員以外 0.00 0

計

.00 0.00 0.9

画

1 0.91 0.00 0

]

.91 0.00 0.0

そ

0 0.00

主な予算内

の

訳
建物借上料2,44

他

8千円、機械等借上料

分

2,910千円

野別目

３　目標及び

標

実績
指標名 単位 令和0

５

4年度 令和05年度 令

そ

和06年度 令和07年

の

度 令和08年度

活
動
指

他

標

未利用財産の処分面

事

積
%

目標値 199.2

業

9 199.29 199

区

.29 199.29 1

分

99.29

実績値 30

(

72.60 841.6

2

3 2.04

達成度(%

)

) 1541.7% 42

自

2.3% 1.0% % %

治

目標値

実績値

達成度(

事

%)

成
果
指
標

普通財産

務

貸付金収納率
%

目標値

○

100 100 100 1

法

00 100

実績値 73

定

.28 98.64 97

受

.71

達成度(%) 7

託

3.28% 98.64

事

% 97.71% % %

目

務

標値

実績値

達成度(%

そ

)

の他

政　策 １
健全な財政運営の推進 会計 一般会計

款 総務費

施　策 １
健全な財政運営の推進 会計・ 項 総務管理費

予算区分 目 財産管理費

取

事

組方針 １
健全な財政運営の推進 大事業 財産管理事業

中事業 財産管理事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 管財課 竹田　信一郎 435-1032

事業実施の根拠法令 関連課

業

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

市有財産の適正な管理運営を行う。 行政目的のない普通財産について賃貸借契約による貸付を行い、賃貸料を徴収

チ

する。また、同普通財産に

ついて、売却を行う。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

全体事業概要と同じ。 全体事業概要と同じ。 全体事業概要と同じ。 全体事業概要と同じ。

ェ

２　事業コスト

事業費等（千円）
令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

当初予算 決算 当初予算 決

事

算 当初予算 決算 当初予

ッ

務

算 決算 計画 決算

事業費

事

15,844 14,3

業

37 23,931 31

N

,472 15,315

o

14,344 17,5

事

01 0 17,501 0

業

伸び率（％） 0.4%

名

7.4% 51% 119

[

.5% △36% △54

事

.4% 14.3% △1

ク

業

00% 0% 0%

人件費

基

正規職員 26,219

本

24,823 24,9

情

12 24,757 24

報

,779 29,532

]

29,532 0 0 0

正

7

規職員以外 0 0 0 4,

8

547 4,633 0 4

9

,633 0 0 0

小計 2

財

6,219 24,82

シ

産

3 24,912 29,

管

304 29,412 2

理

9,532 34,16

事

5 0 0 0

国庫支出金 0

業

0 0 0 0 0 0 0 0 0

県

事

支出金 0 0 0 0 0 0 0

業

0 0 0

市　　債 0 0 0

区

0 0 0 0 0 0 0

そ の

分

 他 78,447 78

(

,239 78,830

ー

1

76,701 79,7

)

82 78,174 79

事

,172 0 79,17

業

2 0

一般財源（税等）

経

△62,603 △63

費

,902 △54,89

管

9 △45,229 △6

理

4,467 △63,8

経

30 △61,671 0

費

△61,671 0

所要



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

　件数は少ないが、毎年数件の普通財産の売却ができている。

　未利用地が多く残っているが、本市が必要としない普通財産を多く抱えることは好ましくなく、

４

固定資産税の減収、民

　

間

利用の阻害となって

事

いる。

担当課評価の根

業

拠

　未利用地の売却に

の

おいて、公募入札、先

評

着受付順入札を実施し

価

ているが、落札されな

評

かった。

　今後は、予

価

定価格の引き下げ等を

基

検討し、市民が興味を

準

持てる価格に設定する

[

必要がある。

見直し・

妥

改善内容

当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

理

% △2.4% △100

経

% 0% 0%

人件費
正規

費

職員 7,913 7,4

○

47 7,552 7,5

[

52 8,026 8,4

長

16 8,338 0 8,

期

338 0

正規職員以外

総

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合

小計 7,913 7,4

計

47 7,552 7,5

画

52 8,026 8,4

]

16 8,338 0 8,

そ

338 0

国庫支出金 0

の

0 0 0 0 0 0 0 0 0

県

他

支出金 0 0 0 0 0 0 0

分

0 0 0

市　　債 0 0 0

野

0 0 0 0 0 0 0

そ の

別

 他 0 0 0 0 0 0 0 0

目

0 0

一般財源（税等）

標

37,178 31,7

５

67 61,737 45

そ

,349 14,940

の

6,596 14,58

他

4 0 14,584 0

所

事

要人数 正規職員 1.0

業

2 0.96 0.97 0

区

.97 1.03 1.0

分

8 1.07 0.00 1

(

.07 0.00

（人）

2

正規職員以外 0.00

)

0.00 0.00 0.

自

00 0.00 0.00

治

0.00 0.00 0.

事

00 0.00

主な予算

務

内訳
パンチ委託料8,

○

521千円、ＳＥ委託

法

料4,396千円　等

定受託

３　目

事

標及び実績
指標名 単位

務

令和04年度 令和05

そ

年度 令和06年度 令和

の

07年度 令和08年度

他

活
動
指
標

システムの安

政

定稼働
%

目標値 100

　

100 100 100 1

策

00

実績値 100 10

１

0 100

達成度(%)

健

100% 100% 10

全

0% % %

目標値

実績値

な

達成度(%)

成
果
指
標

財

税証明書コンビニ交付

政

率
%

目標値 1.1 1.

運

3 1.5 15.0 15

営

.0

実績値 6.6 12

の

.0 16.2

達成度(

推

%) 600% 923%

進

1080% % %

目標値

会

実績値

達成度(%)

計 一般会計

款 総務費

施　策 １
健全な財政運営の推進 会計・ 項 徴税費

予算区分 目 賦課徴収費

事

取組方針 １
健全な財政運営の推進 大事業 賦課徴収事業

中事業 税総合システム管理事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 市民税課 柳本真也 435-1035

事業実施の根拠法令 関連課 納

業

税課、資産税課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

市税の全科目を電算処理し、オンライン即時処理による税総合システ 市税の全科目を

チ

電算処理し、オンライン即時処理により窓口事務等を総合的に支援する税総合システム等

ムを運用管理する。 について、制度改正に伴う改修を行いつつ運用し、維持管理する。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年

ェ

度 令和07年度 令和08年度

税総合システムの運用管理に 税総合システムの運用管理に 税総合システムの運用管理に 税総合システムの運用管理に 税総合システムの運用管理に

要する経費 要する経費 要す

事

る経費 要する経費 要す

ッ

務

る経費

（SE委託料、

事

パンチ委託料、 （SE

業

委託料、パンチ委託料

N

、 （SE委託料、パン

o

チ委託料、 （SE委託

事

料、パンチ委託料、 （

業

SE委託料、パンチ委

名

託料、

機械借上料、証

[

明書コンビニ 機械借上

事

料、証明書コンビニ 機

ク

業

械借上料、証明書コン

基

ビニ 機械借上料、証明

本

書コンビニ 機械借上料

情

、証明書コンビニ

交付

報

事務委託料、手数料）

]

交付事務委託料、手数

2

料） 交付事務委託料、

税

手数料） 交付事務委託

総

料、手数料） 交付事務

合

委託料、手数料）

シ

システム

２　事業

管

コスト

事業費等（千円

理

）
令和04年度 令和0

事

5年度 令和06年度 令

業

和07年度 令和08年

事

度

当初予算 決算 当初予

業

算 決算 当初予算 決算 当

ー

区

初予算 決算 計画 決算

事

分

業費 37,178 31

(

,767 61,737

1

45,349 14,9

)

40 6,596 14,

事

584 0 14,584

業

0

伸び率（％） △28

経

.9% △29.8% 6

費

6.1% 42.8% △

管

75.8% △85.5



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

システム最適化による新システムの導入後、安定した状態であるが、システムの円滑な運用による税務事務の迅速化、効率

化を図り、市民サービスの向上と効果

４

的な税務行政の運営を

　

図れる状況をさらに進

事

める必要があると考え

業

るため。

担当課評価の

の

根拠

税系システムを利

評

用した業務の円滑な遂

価

行を図る。

見直し・改

評

善内容

価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

経

7 222,618 0 2

費

22,618 0

正規職

○

員以外 17,564 1

管

4,368 19,74

理

4 16,339 16,

経

432 16,432 1

費

6,432 0 16,4

[

32 0

小計 228,9

長

43 212,870 2

期

20,442 218,

総

672 231,414

合

240,219 239

計

,050 0 239,0

画

50 0

国庫支出金 0 0

]

957 957 0 0 0 0

そ

0 0

県支出金 178,

の

000 178,000

他

203,000 203

分

,000 204,70

野

0 204,700 20

別

5,300 0 205,

目

300 0

市　　債 0 0

標

0 0 0 0 0 0 0 0

そ 

５

の 他 281 318 2

そ

81 1,091 321

の

692 321 0 321

他

0

一般財源（税等） △

事

71,764 △81,

業

052 △96,015

区

△104,621 △9

分

6,566 △81,9

(

47 △80,273 0

2

△80,273 0

所要

)

人数 正規職員 27.2

自

5 25.59 25.7

治

8 25.99 27.5

事

9 28.72 28.5

務

7 0.00 28.57

○

0.00

（人） 正規職

法

員以外 8.50 7.5

定

5 9.41 8.47 8

受

.47 8.47 8.4

託

7 0.00 8.47 0

事

.00

主な予算内訳
通

務

信運搬費55,062

そ

千円、納税通知書封入

の

業務委託料21,41

他

2千円、印刷製本費6

政

,044千円　等

　策 １
健

３　目標及び実

全

績
指標名 単位 令和04

な

年度 令和05年度 令和

財

06年度 令和07年度

政

令和08年度

活
動
指
標

運

市民税　調定額の確保

営

千円
目標値 22,51

の

6,060 23,11

推

7,459 21,32

進

8,302 24,57

会

0,577 24,57

計

0,577

実績値 22

一

,913,384 22

般

,923,680 22

会

,589,532

達成

計

度(%) 101.8%

款

99.2% 105.9

総

% % %

軽自動車税　調

務

定額の確保　
千円

目標

費

値 1,191,160

施

1,228,270 1

　

,333,853 1,

策

354,582 1,3

１

54,582

実績値 1

健

,218,707 1,

全

246,372 1,2

な

89,994

達成度(

財

%) 102.3% 10

政

1.5% 96.7% %

運

%

事業所税・市たばこ

営

税・入湯税　調定額の

の

確保
千円

目標値 5,0

推

23,746 5,04

進

2,996 5,120

会

,324 5,089,

計

333 5,089,3

・

33

実績値 5,092

項

,323 5,095,

徴

536 5,086,1

税

31

達成度(%) 10

費

1.4% 101.0%

予

99.3% % %

成
果
指

算

標

市民税　調定額の確

区

保
千円

目標値 2251

分

6060 231174

目

59 21328302

賦

24570577 24

課

570577

実績値 2

事

徴

2913384 229

収

23680 22589

費

532

達成度(%) 1

取

01.8% 99.2%

組

105.9% % %

軽自

方

動車税　調定額の確保

針

千円
目標値 11911

１

60 1228270 1

健

333853 1354

全

582 1354582

な

実績値 1218707

財

1246372 128

政

9994

達成度(%)

運

102.3% 101.

営

5% 96.7% % %

事

の

業所税・市たばこ税・

推

入湯税　調定額の確保

進

千円
目標値 50237

大

46 5042996 5

事

120324 5089

業

333 5089333

賦

実績値 5092323

課

5095536 508

徴

6131

達成度(%)

収

101.4% 101.

事

0% 99.3% % %

業

中事業 賦課徴収事業（市民税課）

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 市民税課 柳本真也 435-1035

事業実施の根拠法令

業

地方税法 関連課 資産税課、納税課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

市民税等の賦課に要する全般的な経費 市民税等の賦課に要する諸経

チ

費

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

賦課に必要な諸経費、納税通 賦課に必要な諸経費、納税通 賦課に必要な諸経費、納税通 賦課に必要な諸経費、納税通 賦課に必要な諸経費、納税通

ェ

知書封入業務委託料、課税事 知書封入業務委託料、課税事 知書封入業務委託料、課税事 知書封入業務委託料、課税事 知書封入業務委託料、課税事

務補助業務委託料、共同業務 務補助業務委託料、共同業

事

務 務補助業務委託料、

ッ

務

共同業務 務補助業務委

事

託料、共同業務 務補助

業

業務委託料、共同業務

N

負担金、機械等借上料

o

、郵送 負担金、機械等

事

借上料、郵送 負担金、

業

機械等借上料、郵送 負

名

担金、機械等借上料、

[

郵送 負担金、機械等借

事

上料、郵送

に伴う通信

ク

業

運搬費 に伴う通信運搬

基

費 に伴う通信運搬費、

本

に伴う通信運搬費、 に

情

伴う通信運搬費、

報]

92

２　事業

3

コスト

事業費等（千円

賦

）
令和04年度 令和0

シ

課

5年度 令和06年度 令

徴

和07年度 令和08年

収

度

当初予算 決算 当初予

事

算 決算 当初予算 決算 当

業

初予算 決算 計画 決算

事

（

業費 106,517 9

市

7,266 108,2

民

23 100,427 1

税

08,455 123,

課

445 125,348

ー

）

0 125,348 0

伸

事

び率（％） 1% 0.2

業

% 1.6% 3.2% 0

区

.2% 22.9% 15

分

.6% △100% 0%

(

0%

人件費
正規職員 2

1

11,379 198,

)

502 200,698

事

202,333 214

業

,982 223,78



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか できない ○ 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

市の財源確保のため、法に基づき適正かつ効率的な課税が行われている。

担当課評価の根拠

より効率的な事務の遂行について、検討する必要がある。

見直し・改

４

善内容

　事業の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

費

和07年度 令和08年

○

度

当初予算 決算 当初予

管

算 決算 当初予算 決算 当

理

初予算 決算 計画 決算

事

経

業費 13,953 13

費

,941 20,622

[

20,607 33,2

長

94 30,321 37

期

,056 0 37,05

総

6 0

伸び率（％） 33

合

.5% 33.6% 47

計

.8% 47.8% 61

画

.4% 47.1% 11

]

.3% △100% 0%

そ

0%

人件費
正規職員 5

の

,508 4,965 4

他

,983 5,061 5

分

,377 5,611 5

野

,533 0 5,533

別

0

正規職員以外 0 0 0

目

0 0 0 0 0 0 0

小計 5

標

,508 4,965 4

５

,983 5,061 5

そ

,377 5,611 5

の

,533 0 5,533

他

0

国庫支出金 0 0 0 0

事

0 0 0 0 0 0

県支出金

業

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区

市　　債 0 0 0 0 0 0

分

0 0 0 0

そ の 他 0

(

0 0 0 0 0 0 0 0 0

一

2

般財源（税等） 13,

)

953 13,941 2

自

0,622 20,60

治

7 33,294 30,

事

321 37,056 0

務

37,056 0

所要人

○

数 正規職員 0.71 0

法

.64 0.64 0.6

定

5 0.69 0.72 0

受

.71 0.00 0.7

託

1 0.00

（人） 正規

事

職員以外 0.00 0.

務

00 0.00 0.00

そ

0.00 0.00 0.

の

00 0.00 0.00

他

0.00

主な予算内訳

政

機械等借上料2,42

　

9千円、地方税共同機

策

構負担金30,425

１

千円　等

健全な

３　目標及び実績
指

財

標名 単位 令和04年度

政

令和05年度 令和06

運

年度 令和07年度 令和

営

08年度

活
動
指
標

シス

の

テムの安定稼働
%

目標

推

値 100 100 100

進

100 100

実績値 1

会

00 100 100

達成

計

度(%) 100% 10

一

0% 100% % %

目標

般

値

実績値

達成度(%)

会

成
果
指
標

電子申告利用

計

率
％

目標値 61 63 6

款

5 67 69

実績値 69

総

.2 70.8 69.4

務

達成度(%) 113.

費

4% 112.4% 10

施

6.8% % %

目標値

実

　

績値

達成度(%)

策 １
健全な財政運営の推進 会計・ 項 徴税費

予算区分 目 賦課徴

事

収費

取組方針 １
健全な財政運営の推進 大事業 賦課徴収事業

中事業 エルタックス関係事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 市民税課 柳本真也 435-1035

事業実施の根拠法令 関連課

業

資産税課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

地方税ポータルシステム（エルタックス）を通じて課税データを受け 地方税共同機構が運営

チ

する地方税ポータルシステム（エルタックス）を利用して、申告手続きを電子的に

付けることで申告手続きの軽減と課税業務の効率化を図る。 行い、会社等のパソコンからインターネットを通じて申告を受ける。また、公的

ェ

年金から市県民税を特別

徴収するためのデータ授受や、国税庁からの確定申告書データの受信業務等を行う。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

電子申告業務（

事

給与支払報告 電子申告

ッ

務

業務（給与支払報告 電

事

子申告業務（給与支払

業

報告 電子申告業務（給

N

与支払報告 電子申告業

o

務（給与支払報告

書等

事

）、年金特徴業務（公

業

的 書等）、年金特徴業

名

務（公的 書等）、年金

[

特徴業務（公的 書等）

事

、年金特徴業務（公的

ク

業

書等）、年金特徴業務

基

（公的

年金からの特別

本

徴収に係るデ 年金から

情

の特別徴収に係るデ 年

報

金からの特別徴収に係

]

るデ 年金からの特別徴

1

収に係るデ 年金からの

1

特別徴収に係るデ

ータ

4

授受等）、国税連携業

2

務 ータ授受等）、国税

シ

エ

連携業務 ータ授受等）

ル

、国税連携業務 ータ授

タ

受等）、国税連携業務

ッ

ータ授受等）、国税連

ク

携業務

（所得税確定申

ス

告書のデータ （所得税

関

確定申告書のデータ （

係

所得税確定申告書のデ

事

ータ （所得税確定申告

業

書のデータ （所得税確

ー

事

定申告書のデータ

受信

業

）等 受信）等 受信）等

区

受信）等 受信）等

分(1)

２　事業

事

コスト

事業費等（千円

業

）
令和04年度 令和0

経

5年度 令和06年度 令



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか できない ○ 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

エルタックスの利用率の促進を図り、市民の利便性を追及し、総務省が推進する便利な行政サービスを提供するとともに、

効率的で災害に強い電子自治体の実現

４

に向けて取り組んでい

　

る。

担当課評価の根拠

事

エルタックスの業務で

業

使用するサーバーは、

の

認定委託先事業者のサ

評

ーバーを利用している

価

が、定期的（５年に１

評

度）に入札

を行い、コ

価

スト等の削減を図りな

基

がらも、エルタックス

準

の機能が十分に発揮さ

[

れるよう事業を進める

妥

。

見直し・改善内容

当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

事

8 261,814 28

業

1,479 257,8

経

30 269,258 0

費

269,258 0

国庫

○

支出金 0 0 0 0 0 0 0

管

0 0 0

県支出金 0 0 0

理

0 0 0 0 0 0 0

市　　

経

債 0 0 0 0 0 0 0 0 0

費

0

そ の 他 0 0 0 0

[

0 0 0 0 0 0

一般財源

長

（税等） 166,50

期

1 166,002 87

総

,481 99,780

合

103,377 105

計

,668 179,18

画

8 0 179,188 0

]

所要人数 正規職員 28

そ

.89 30.59 27

の

.64 30.06 33

他

.50 30.77 32

分

.75 0.00 32.

野

75 0.00

（人） 正

別

規職員以外 7.82 7

目

.45 9.91 9.8

標

3 7.91 8.14 7

５

.09 0.00 7.0

そ

9 0.00

主な予算内

の

訳
土地評価業務委託料

他

　27,170千円、

事

土地鑑定委託料　14

業

,410千円、地図情

区

報システム管理業務委

分

託料　20,108千

(

円

2)

３　

自

目標及び実績
指標名 単

治

位 令和04年度 令和0

事

5年度 令和06年度 令

務

和07年度 令和08年

○

度

活
動
指
標

固定資産税

法

及び都市計画税　調定

定

額の確保
千円

目標値 3

受

0,054,780 3

託

0,054,780 3

事

0,477,201 3

務

0,241,751 3

そ

0,241,751

実

の

績値 29,935,9

他

55 30,014,4

政

10 29,866,1

　

40

達成度(%) 99

策

.6% 99.9% 98

１

.0% % %

目標値

実績

健

値

達成度(%)

成
果
指

全

標

固定資産税及び都市

な

計画税　調定額の確保

財

千円
目標値 30,05

政

4,780 30,05

運

4,780 30,47

営

7,201 30,24

の

1,751 30,24

推

1,751

実績値 29

進

,935,955 30

会

,014,410 29

計

,866,140

達成

款

度(%) 99.6% 9

施

9.9% 98.0% %

　

%

目標値

実績値

達成度

策

(%)

１
健全な財政運営の推進 会計・ 項

予算区分 目

取組方針 １
健全な財政

事

運営の推進 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 資産税課 田中　一峰 435-1037

事業実施の根拠法令 地方税法 関連課

１　事業内容
（

業

「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

固定資産税及び都市計画税の賦課を円滑に行う。 固定資産税及び都市計画税の賦課に係る事務的経費

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令

チ

和07年度 令和08年度

固定資産税及び都市計画税の 固定資産税及び都市計画税の 固定資産税及び都市計画税の 固定資産税及び都市計画税の 固定資産税及び都市計画税の

課税客体を的確に把握するた 課税客体を的確に把握す

ェ

るた 課税客体を的確に把握するた 課税客体を的確に把握するた 課税客体を的確に把握するた

めに、各種業務委託、機械借 めに、各種業務委託、機械借 めに、各種業務委託、機械借 めに、各種業務委託、

事

機械借 めに、各種業務

ッ

務

委託、機械借

上等を行

事

う。 上等を行う。 上等

業

を行う。 上等を行う。

N

上等を行う。

o 事業名

２　事業コス

[

ト

事業費等（千円）
令

事

和04年度 令和05年

ク

業

度 令和06年度 令和0

基

7年度 令和08年度

当

本

初予算 決算 当初予算 決

情

算 当初予算 決算 当初予

報

算 決算 計画 決算

事業費

]

166,501 166

1

,002 87,481

5

99,780 103,

1

377 105,668

5

179,188 0 17

シ

9

9,188 0

伸び率（

賦

％） 89.1% 92.

課

3% △47.5% △3

徴

9.9% 18.2% 5

収

.9% 73.3% △1

事

00% 0% 0%

人件費

業

正規職員 224,10

（

0 237,287 21

資

5,178 234,0

産

18 261,032 2

ー

税

39,760 255,

課

188 0 255,18

）

8 0

正規職員以外 21

事

,082 20,378

業

27,950 27,7

区

96 20,447 18

分

,070 14,070

(

0 14,070 0

小計

1

245,182 257

)

,665 243,12



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

市の財源確保のため、地方税法に基づき適正かつ効率的な課税を行っている。

担当課評価の根拠

より効率的な事務の遂行について、検討する必要がある。

見直し

４

・改善内容

　事業の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

○

債 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管

0

そ の 他 0 0 0 0

理

0 0 0 0 0 0

一般財源

経

（税等） 839 98 8

費

92 322 920 98

[

920 0 0 0

所要人数

長

正規職員 1.42 1.

期

42 1.30 1.30

総

1.53 1.55 1.

合

44 0.00 0.00

計

0.00

（人） 正規職

画

員以外 0.00 0.0

]

0 0.00 0.00 0

そ

.00 0.00 0.0

の

0 0.00 0.00 0

他

.00

主な予算内訳
手

分

数料　822千円　賠

野

償責任保険料　98千

別

円　

目標

３

５

　目標及び実績
指標名

そ

単位 令和04年度 令和

の

05年度 令和06年度

他

令和07年度 令和08

事

年度

活
動
指
標

差押財産

業

等の公売実施
千円

目標

区

値 1500 1500 1

分

500 1500 150

(

0

実績値 0 3050 0

2

達成度(%) % 203

)

.333% % % %

目標

自

値

実績値

達成度(%)

治

成
果
指
標

市税の徴収率

事

％
目標値 97.800

務

97.800 97.8

○

00 98.300 98

法

.300

実績値 97.

定

847 98.081 9

受

8.242

達成度(%

託

) 100.00% 10

事

0.287% 100.

務

45% % %

目標値

実績

そ

値

達成度(%)

の他

政　策 １
健全な財政運営の推進 会計

款

施　策 １
健全な財政運営の推進 会計・ 項

予算区分 目

取組方針 １
健全な財政運営の推

事

進 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 納税課 外川　裕章 435-1038

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどうい

業

う状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

市税の徴収率の向上に資するため、差押財産（不動産・動産）の公売 単独及び合同（和歌山地方税回収機構・県下市町村）による公売会並びにインターネットを活用した公

チ

売

を実施し、売却代金を滞納市税に充てる。 を実施する。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

①不動産合同公売会 ①不動産合同公売会 ①不動産合同公売会 ①不動産合同公売会 ①不動産

ェ

合同公売会

　４回開催 　４回開催 　４回開催 　４回開催 　４回開催

（上記開催中、参加なし） ②インターネット公売　　　 （上記期間中、参加なし） ②インターネット公売　　　 ②インターネット公売

事

　　　

②インターネッ

ッ

務

ト公売　　　 　６回開

事

催 ②インターネット公

業

売　　　 　６回開催 　

N

６回開催

　６回開催 　

o

　６回開催 　 　

（上記

事

開催中、参加なし） （

業

上記開催中、参加なし

名

）

[事

ク

業

２

基

　事業コスト

事業費等

本

（千円）
令和04年度

情

令和05年度 令和06

報

年度 令和07年度 令和

]

08年度

当初予算 決算

1

当初予算 決算 当初予算

5

決算 当初予算 決算 計画

0

決算

事業費 839 98

0

892 322 920 9

シ

4

8 920 0 0 0

伸び率

不

（％） △12% 0% 6

動

.3% 228.6% 3

産

.1% △69.6% 0

等

% △100% △100

公

% 0%

人件費
正規職員

売

11,015 11,0

事

15 10,121 10

業

,121 11,922

事

12,078 11,2

ー

業

21 0 0 0

正規職員以

区

外 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分

0

小計 11,015 1

(

1,015 10,12

1

1 10,121 11,

)

922 12,078 1

事

1,221 0 0 0

国庫

業

支出金 0 0 0 0 0 0 0

経

0 0 0

県支出金 0 0 0

費

0 0 0 0 0 0 0

市　　



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか できない ○ 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

市税の徴収率向上対策の有効な手段の一つであるが、公売は差押財産の換価処分であるため、公売に至るまでに収納となる

ことが望ましい形であり、現状の方向

４

性が適当である。

担当

　

課評価の根拠

改善等は

事

特に必要ないと思われ

業

るが、単独の公売はコ

の

ストが高くなるので、

評

合同公売会やインター

価

ネット公売を主として

評

事

業を進める。

見直し

価

・改善内容

基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

事

員引継　　　 2,8

業

00件

滞納関係書類等

経

作成補助　　 滞納関係

費

書類等作成補助 　 滞

○

納関係書類等作成補助

管

 　 滞納関係書類等作

理

成補助　　 滞納関係書

経

類等作成補助　　

　　

費

　　　　　　　 7,

[

875件 　　　　　　

長

　　　 4,527件

期

　　　　　　　　　4

総

,667件 　　　　　

合

　　　　22,700

計

件 　　　　　　　　　

画

22,700件

] その他

２　事業コ

分

スト

事業費等（千円）

野

令和04年度 令和05

別

年度 令和06年度 令和

目

07年度 令和08年度

標

当初予算 決算 当初予算

５

決算 当初予算 決算 当初

そ

予算 決算 計画 決算

事業

の

費 34,979 34,

他

964 34,357 3

事

3,887 33,71

業

1 33,682 40,

区

247 0 0 0

伸び率（

分

％） △0.8% △0.

(

1% △1.8% △3.

2

1% △1.9% △0.

)

6% 19.4% △10

自

0% △100% 0%

人

治

件費
正規職員 11,0

事

15 11,015 10

務

,121 10,121

○

11,922 12,0

法

78 11,221 0 0

定

0

正規職員以外 0 0 0

受

0 0 0 0 0 0 0

小計 1

託

1,015 11,01

事

5 10,121 10,

務

121 11,922 1

そ

2,078 11,22

の

1 0 0 0

国庫支出金 0

他

0 0 0 0 0 0 0 0 0

県

政

支出金 0 0 0 0 0 0 0

　

0 0 0

市　　債 0 0 0

策

0 0 0 0 0 0 0

そ の

１

 他 0 0 0 0 0 0 0 0

健

0 0

一般財源（税等）

全

34,979 34,9

な

64 34,357 33

財

,887 33,711

政

33,682 40,2

運

47 0 0 0

所要人数 正

営

規職員 1.42 1.4

の

2 1.30 1.30 1

推

.53 1.55 1.4

進

4 0.00 0.00 0

会

.00

（人） 正規職員

計

以外 0.00 0.00

款

0.00 0.00 0.

施

00 0.00 0.00

　

0.00 0.00 0.

策

00

主な予算内訳
委託

１

料　40,103千円

健

　通信運搬費　144

全

千円　

な財政

３　目標及び実績
指標

運

名 単位 令和04年度 令

営

和05年度 令和06年

の

度 令和07年度 令和0

推

8年度

活
動
指
標

納付勧

進

奨電話架電件数
件

目標

会

値 24000 1600

計

0 16000 1600

・

0 16000

実績値 2

項

4442 16494 1

予

6248

達成度(%)

算

101.8% 103.

区

1% 101.6% % %

分

滞納整理関係書類作成

目

件数
件

目標値 2110

取

0 22700 2270

組

0 22700 2270

方

0

実績値 7875 45

針

27 4667

達成度(

１

%) 37.3% 19.

健

9% 20.6% % %

成

全

果
指
標

市税徴収率（現

な

年のみ）
％

目標値 99

財

.315 99.315

政

99.315 99.5

事

運

00 99.500

実績

営

値 99.242 99.

の

388 99.443

達

推

成度(%) 100.0

進

0% 100.07% 1

大

00.13% % %

市税

事

徴収率（全体）
％

目標

業

値 97.800 97.

中

800 97.800 9

事

7.800 97.80

業

0

実績値 97.847

事

98.081 98.2

業

42

達成度(%) 10

種

0.00% 100.2

別

87% 100.45%

継

% %

続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 納税課 外川　裕章 435-1038

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」

業

をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

滞納整理を包括的に進めるため、委託業者により、電話による納付案 納税課内において委託業者（納付案内センター）により、市税滞納者を対象とした電話による

チ

納付案内、

内業務及び滞納整理に係る補助業務を実施する。 納付書作成及び窓口業務として納税証明書作成、納付書作成、徴税吏員への引継ぎをする。また、滞納整

理の補助業務として滞納処分関係書類等の作成をする。

事

ェ

業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

電話架電数　　　　24,442件 電話架電数　　　　16,494件 電話架電数　　　　16,248件 電話架電数　　　　

事

16,000件 電話架

ッ

務

電数　　　　16,0

事

00件

電話納付約束　

業

　　 3,406件 電

N

話納付約束　　　 2

o

,805件 電話納付約

事

束　　　 3,074

業

件 電話納付約束　　　

名

 2,900件 電話納

[

付約束　　　 2,9

事

00件

電話納付書作成

ク

業

　　 3,107件 電

基

話納付書作成　　 2

本

,567件 電話納付書

情

作成　　 2,816

報

件 電話納付書作成　　

]

 2,600件 電話納

1

付書作成　　 2,6

5

00件

納税証明書作成

0

　　11,064件 納

0

税証明書作成　　 4

シ

9

,175件 納税証明書

電

作成　　 3,487

話

件 納税証明書作成　　

等

13,000件 納税証

に

明書作成　　13,0

よ

00件

窓口納付書作成

る

　　 3,377件 窓

市

口納付書作成　　 3

税

,871件 窓口納付書

催

作成　　 3,641

ー

告

件 窓口納付書作成　　

事

 3,600件 窓口納

業

付書作成　　 3,6

事

00件

徴税吏員引継　

業

　　 2,921件 徴

区

税吏員引継　　　 3

分

,429件 徴税吏員引

(

継　　　 3,708

1

件 徴税吏員引継　　　

)

 2,800件 徴税吏



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき ○ 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

市税滞納者を対象とした電話による納付案内をはじめ、窓口業務や滞納整理の補助業務を委託することにより、職員が滞納

整理業務を円滑に遂行することができ

４

ている。今後も現コス

　

トを維持しながら事業

事

内容を更に充実させる

業

ことで徴収率向上

に繋

の

げたい。

担当課評価の

評

根拠

職員と委託業者の

価

スタッフが更に連携を

評

深め、過去の手法にと

価

らわれず、物事の結果

基

を分析し、事業を進め

準

る。

見直し・改善内容

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

○

,998 190,52

管

3 172,949 0 0

理

0

国庫支出金 0 0 0 0

経

0 0 0 0 0 0

県支出金

費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

[

市　　債 0 0 0 0 0 0

長

0 0 0 0

そ の 他 0

期

0 0 0 0 0 0 0 0 0

一

総

般財源（税等） 363

合

,938 247,02

計

1 360,791 35

画

8,537 360,6

]

65 263,475 3

そ

54,525 0 0 0

所

の

要人数 正規職員 22.

他

77 22.68 20.

分

75 20.83 24.

野

48 23.29 21.

別

64 0.00 0.00

目

0.00

（人） 正規職

標

員以外 4.78 4.7

５

7 4.77 5.40 2

そ

.86 3.26 1.9

の

1 0.00 0.00 0

他

.00

主な予算内訳
償

事

還金利子及び割引料　

業

333,000千円、

区

手数料16,934千

分

円　等

(2)

３　目標及び実績
指標

自

名 単位 令和04年度 令

治

和05年度 令和06年

事

度 令和07年度 令和0

務

8年度

活
動
指
標

市税の

○

徴収率向上
%

目標値 9

法

7.800 97.80

定

0 97.800 97.

受

800 97.800

実

託

績値 97.847 98

事

.081 98.242

務

達成度(%) 100.

そ

00% 100.287

の

% 100.451% %

他

%

目標値

実績値

達成度

政

(%)

成
果
指
標

市税の

　

徴収率向上
%

目標値 9

策

7.800 97.80

１

0 97.800 97.

健

800 97.800

実

全

績値 97.847 98

な

.081 98242

達

財

成度(%) 100.0

政

0% 100.287%

運

100.451% % %

営

目標値

実績値

達成度(

の

%)

推進 会計

款

施　策 １
健全な財政運営の推進 会計・ 項

予算区分 目

取組方針 １
健全な財政運営の推

事

進 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 納税課 外川　裕章 435-1038

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどうい

業

う状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

滞納市税の徴収等、適正な収納管理を行う。 市税滞納額縮減のための文書催告の強化と不動産、動産、債権等の差押等の滞納処分を行う。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年

チ

度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

市税の適正な収納管理のもと 市税の適正な収納管理のもと 市税の適正な収納管理のもと 市税の適正な収納管理のもと 市税の適正な収納管理のもと

に、滞納者に対して不動産、 に、滞

ェ

納者に対して不動産、 に、滞納者に対して不動産、 に、滞納者に対して不動産、 に、滞納者に対して不動産、

動産、債権等の差押等の滞納 動産、債権等の差押等の滞納 動産、債権等の差押等の滞納 動産

事

、債権等の差押等の滞

ッ

務

納 動産、債権等の差押

事

等の滞納

処分を行う。

業

処分を行う。 処分を行

N

う。 処分を行う。 処分

o

を行う。

事業名 [

２　事業コスト

事

事

業費等（千円）
令和0

ク

業

4年度 令和05年度 令

基

和06年度 令和07年

本

度 令和08年度

当初予

情

算 決算 当初予算 決算 当

報

初予算 決算 当初予算 決

]

算 計画 決算

事業費 36

1

3,938 247,0

5

21 360,791 3

0

58,537 360,

2

665 263,475

シ

0

354,525 0 0 0

滞

伸び率（％） 1.4%

納

11.5% △0.9%

市

45.1% 0% △26

税

.5% △1.7% △1

徴

00% △100% 0%

収

人件費
正規職員 176

事

,627 175,92

業

9 161,539 16

事

2,162 190,7

ー

業

49 181,476 1

区

68,619 0 0 0

正

分

規職員以外 14,70

(

7 14,684 14,

1

711 15,603 8

)

,249 9,047 4

事

,330 0 0 0

小計 1

業

91,334 190,

経

613 176,250

費

177,765 198



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

コンビニやスマートフォン決済アプリでの納付、口座振替の推奨等、様々な施策により徴収率は年々向上している。

担当課評価の根拠

納期内納付の更なるPR

納

４

付方法の充実

見直し・

　

改善内容

事業の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

管

年度 令和08年度

当初

理

予算 決算 当初予算 決算

経

当初予算 決算 当初予算

費

決算 計画 決算

事業費 2

[

,318 666 2,4

長

92 1,213 2,4

期

02 1,509 760

総

0 760 0

伸び率（％

合

） 0% 0% 7.5% 8

計

2.1% △3.6% 2

画

4.4% △68.4%

]

△100% 0% 0%

人

そ

件費
正規職員 30,5

の

63 30,020 22

他

,655 22,499

分

12,078 12,0

野

78 11,221 0 0

別

0

正規職員以外 4,9

目

27 4,927 9,5

標

93 9,593 0 0 0

５

0 0 0

小計 35,49

そ

0 34,947 32,

の

248 32,092 1

他

2,078 12,07

事

8 11,221 0 0 0

業

国庫支出金 0 0 0 0 0

区

0 0 0 0 0

県支出金 0

分

0 0 0 0 0 0 0 0 0

市

(

　　債 0 0 0 0 0 0 0

2

0 0 0

そ の 他 0 0

)

0 0 0 0 0 0 0 0

一般

自

財源（税等） 2,31

治

8 666 2,492 1

事

,213 2,402 1

務

,509 760 0 76

法

0 0

所要人数 正規職員

定

3.94 3.87 2.

受

91 2.89 1.55

託

1.55 1.44 0.

事

00 0.00 0.00

務

（人） 正規職員以外 0

そ

.96 0.96 1.9

の

2 1.92 0.00 0

他

.00 0.00 0.0

政

0 0.00 0.00

主

　

な予算内訳
通信運搬費

策

654千円、消耗品費

１

３70千円、システム

健

使用料215千円等

全な財

３　目標

政

及び実績
指標名 単位 令

運

和04年度 令和05年

営

度 令和06年度 令和0

の

7年度 令和08年度

活

推

動
指
標

債権移管引受額

進

の増加（前年度実績と

会

の比較）
千円

目標値 1

計

15,878 121,

款

730 106,016

施

111,020 111

　

,020

実績値 121

策

,730 138,64

１

4 111,020

達成

健

度(%) 105.0%

全

113.8% 104.

な

7% % %

目標値

実績値

財

達成度(%)

成
果
指
標

政

市債権全体の収納率の

運

向上（債権の確保状況

営

）
千円

目標値 115,

の

878 121,730

推

111,020 111

進

,020 111,02

会

0

実績値 109,54

計

7 76,288 43,

・

268

達成度(%) 9

項

4.5% 62.6% 3

予

8.9% % %

目標値

実

算

績値

達成度(%)

区分 目

取組方針 １
健全な財政運営の推進 大

事

事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 納税課 外川　裕章 435-1249

事業実施の根拠法令 地方自治法２３１条の３第３項、国民健康保険法等 関連課 国保年金課、介護保険課

業

等

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

和歌山市債権に対し、債権管理事務の統一化と適正な滞納整理事務の 財政運営の根幹をなす市税を

チ

はじめとする自主財源の実効ある確保を図るため、市税等の収納対策の強化

処理による全庁的な収納率向上及び未収債権そのものの発生抑制を行 、使用料等の適正化、未利用資産の処分・活用、有利な起債の活用などの取組

ェ

を強力に推し進める。また

う。 、国に対しては地方税財源の充実確保を強く働きかけていく。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

他課からの移管債権に対して 他

事

課からの移管債権に対

ッ

務

して 他課からの移管債

事

権に対して 他課からの

業

移管債権に対して 他課

N

からの移管債権に対し

o

て

、差押及び差押を前

事

提とした 、差押及び差

業

押を前提とした 、差押

名

及び差押を前提とした

[

、差押及び差押を前提

事

とした 、差押及び差押

ク

業

を前提とした

書面の発

基

送及び滞納整理を行 書

本

面の発送及び滞納整理

情

を行 書面の発送及び滞

報

納整理を行 書面の発送

]

及び滞納整理を行 書面

2

の発送及び滞納整理を

5

行

う。また、債権管理

8

委員会を う。また、債

8

権管理委員会を う。 う

シ

9

。 う。

開催し、債権状

債

況の把握、今 開催し、

権

債権状況の把握、今

後

回

の速やかな滞納整理及

収

び債 後の速やかな滞納

対

整理及び債

権放棄案件

策

の検討を行う。債 権放

事

棄案件の検討を行う。

業

債

権放棄が近い案件に

事

前もって 権放棄が近い

ー

業

案件に前もって

助言・

区

指導を行う。 助言・指

分

導を行う。

(1)
事

２　事業コスト

業

事業費等（千円）
令和

経

04年度 令和05年度

費

令和06年度 令和07



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） ○ 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

強制徴収公債権を所管する各課から徴収困難な案件を移管受けし、財産の差押等の滞納処分を進め、徴収の強化を図ること

により、債権の適正管理の推進に寄与

４

できると考える。

担当

　

課評価の根拠

強制徴収

事

公債権について、債権

業

所管課が抱えている課

の

題の相談を受け、解決

評

につながるよう助言を

価

行う。

見直し・改善内

評

容

価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

)

76 23,278 23

事

,278 21,740

業

31,792 27,7

経

40 0 27,740 0

費

正規職員以外 0 0 0 0

○

4,837 0 0 0 0 0

管

小計 26,917 25

理

,676 23,278

経

23,278 26,5

費

77 31,792 27

[

,740 0 27,74

長

0 0

国庫支出金 0 0 0

期

0 0 0 0 0 0 0

県支出

総

金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合

0

市　　債 0 0 0 0 0

計

0 0 0 0 0

そ の 他

画

31,393 21,6

]

79 30,644 20

そ

,704 31,256

の

21,379 26,8

他

23 0 26,823 0

分

一般財源（税等） △2

野

2,592 △17,5

別

80 △23,142 △

目

17,215 △24,

標

783 △15,934

５

△20,713 0 △2

そ

0,713 0

所要人数

の

正規職員 3.47 3.

他

31 2.99 2.99

事

2.79 4.08 3.

業

56 0.00 3.56

区

0.00

（人） 正規職

分

員以外 0.00 0.0

(

0 0.00 0.00 0

2

.95 0.00 0.0

)

0 0.00 0.00 0

自

.00

主な予算内訳
報

治

償金１，８３０千円、

事

手数料２，２９５千円

務

等

○ 法

３　

定

目標及び実績
指標名 単

受

位 令和04年度 令和0

託

5年度 令和06年度 令

事

和07年度 令和08年

務

度

活
動
指
標

法的措置件

そ

数
件数

目標値 8 8 8 8

の

8

実績値 2 1 3

達成度

他

(%) 25% 12.5

政

% 37.5% % %

目標

　

値

実績値

達成度(%)

策

成
果
指
標

住宅使用料収

１

納率（現年）
％

目標値

健

95.2 96.0 96

全

.0 96.0 96.0

な

実績値 96.2 95.

財

7 95.4

達成度(%

政

) 101% 99.7%

運

99.3% % %

住宅使

営

用料収納率（滞納）
％

の

目標値 6.35 6.3

推

5 6.35 6.35 6

進

.35

実績値 5.7 5

会

.4 5.4

達成度(%

計

) 89.8% 85.0

一

% 85.0% % %

般会計

款 土木費

施　策 １
健全な財政運営の推進 会計・ 項 住宅費

予算区分

事

目 住宅管理費

取組方針 １
健全な財政運営の推進 大事業 住宅管理事業

中事業 収納率向上対策事業（住宅）

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 住宅政策課 片山　顕彦 435-1099

事業実

業

施の根拠法令 公営住宅法・市営住宅条例規則・改良住宅条例規則 関連課 住宅第1課・住宅第2課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

入居

チ

者間における家賃負担の公平性の確保を図る。 市営住宅における住宅使用料の滞納者に対して、収納率の向上を図るため滞納対策を行う。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

電話によ

ェ

る催促、督促状・催 電話による催促、督促状・催 電話による催促、督促状・催 電話による催促、督促状・催 電話による催促、督促状・催

告書の送付、戸別訪問による 告書の送付、戸別訪問による 告書の

事

送付、戸別訪問による

ッ

務

告書の送付、戸別訪問

事

による 告書の送付、戸

業

別訪問による

納付指導

N

、納付誓約不履行に 納

o

付指導、納付誓約不履

事

行に 納付指導、納付誓

業

約不履行に 納付指導、

名

納付誓約不履行に 納付

[

指導、納付誓約不履行

事

に

対する法的措置、戸

ク

業

別徴収等 対する法的措

基

置、戸別徴収等 対する

本

法的措置、戸別徴収等

情

対する法的措置、戸別

報

徴収等 対する法的措置

]

、戸別徴収等

を行う。

1

を行う。 を行う。 を行

0

う。 を行う。

56

シ

3 収

２　事業コス

納

ト

事業費等（千円）
令

率

和04年度 令和05年

向

度 令和06年度 令和0

上

7年度 令和08年度

当

対

初予算 決算 当初予算 決

策

算 当初予算 決算 当初予

事

算 決算 計画 決算

事業費

業

8,801 4,099

ー

（

7,502 3,489

住

6,473 5,445

宅

6,110 0 6,11

）

0 0

伸び率（％） 1.

事

8% △14% △14.

業

8% △14.9% △1

区

3.7% 56.1% △

分

5.6% △100% 0

(

% 0%

人件費
正規職員

1

26,917 25,6



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

家賃負担の公平性を図るため、臨戸訪問による納付指導などを行うとともに、長期・高額滞納者に対し法的措置も含めた対

応をすることで、収納率の向上を図っ

４

た。

担当課評価の根拠

　

納付指導の機会を増や

事

すため、平日昼間に連

業

絡がつきにくい世帯へ

の

の夜間電話催告・休日

評

訪問などを行っていく

価

。また、市

営住宅を管

評

理している担当課と入

価

居者の状況について連

基

携を図り収納率の向上

準

を目指す。

見直し・改

[

善内容

妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

区

他 9,181 9,17

分

2 8,845 9,25

(

6 9,293 7,62

1

4 8,385 0 0 0

一

)

般財源（税等） △1,

事

956 △2,478 △

業

1,420 △1,84

経

6 △2,856 △1,

費

728 △3,283 0

○

5,102 0

所要人数

管

正規職員 1.25 1.

理

23 1.23 1.24

経

1.24 1.60 1.

費

37 0.00 0.00

[

0.00

（人） 正規職

長

員以外 0.00 0.0

期

0 0.00 0.00 0

総

.00 0.00 0.0

合

0 0.00 0.00 0

計

.00

主な予算内訳
和

画

歌山県住宅新築資金等

]

貸付金回収管理組合負

そ

担金　5,090千円

の

　有料道路通行料及び

他

駐車料　12千円

分野別

３　目標及

目

び実績
指標名 単位 令和

標

04年度 令和05年度

５

令和06年度 令和07

そ

年度 令和08年度

活
動

の

指
標

完納者の件数
件

目

他

標値 1,607 1,6

事

07 1,607 1,6

業

07

実績値 1,507

区

1,508 1,512

分

達成度(%) 93.8

(

% 93.8% 94.1

2

% % %

目標値

実績値

達

)

成度(%)

成
果
指
標

債

自

権回収率（現年度分収

治

納率%）
%

目標値 70

事

0 0 0

実績値 0 0 0

達

務

成度(%) 0% 0% 0

○

% % %

滞納繰越分収納

法

率
％

目標値 5.0 5.

定

0 5.0

実績値 5.5

受

4.32

達成度(%)

託

% 110% 86.4%

事

% %

務

その他

政　策 １
健全な財政運営の推進 会計 一般会計

款 民生費

施　策 ２
特別会計等の経営健全化 会計・ 項 市民

事

福祉費

予算区分 目 人権施策推進事業費

取組方針 １
特別会計等の経営健全化 大事業 人権施策総合推進事業

中事業 住宅新築資金等貸付金回収管理組合事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel

業

人権同和施策課 人見　進也 435-1058

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

一部事務組合において、住宅

チ

新築資金等貸付金の管理及び回収の事務 住宅新築資金等貸付金管理組合事業に要する人件費及び諸経費

を共同処理することで、公平、適正かつ効率的な債権の回収を図る。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令

ェ

和07年度 令和08年度

住宅新築資金等管理組合事業 住宅新築資金等管理組合事業 住宅新築資金等管理組合事業 住宅新築資金等管理組合事業 住宅新築資金等管理組合事業

に要する人件費及び諸経費。 に

事

要する人件費及び諸経

ッ

務

費。 に要する人件費及

事

び諸経費。 に要する人

業

件費及び諸経費。 に要

N

する人件費及び諸経費

o

。

事業名

２

[

　事業コスト

事業費等

事

（千円）
令和04年度

ク

業

令和05年度 令和06

基

年度 令和07年度 令和

本

08年度

当初予算 決算

情

当初予算 決算 当初予算

報

決算 当初予算 決算 計画

]

決算

事業費 7,225

1

6,694 7,425

1

7,410 6,437

8

5,896 5,102

4

0 5,102 0

伸び率

シ

住

（％） △6.3% △1

宅

3% 2.8% 10.7

新

% △13.3% △20

築

.4% △20.7% △

資

100% 0% 0%

人件

金

費
正規職員 9,697

等

9,542 9,576

貸

9,654 9,663

付

12,468 10,6

金

76 0 0 0

正規職員以

ー

回

外 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収

0

小計 9,697 9,

管

542 9,576 9,

理

654 9,663 12

組

,468 10,676

合

0 0 0

国庫支出金 0 0

事

0 0 0 0 0 0 0 0

県支

業

出金 0 0 0 0 0 0 0 0

事

0 0

市　　債 0 0 0 0

業

0 0 0 0 0 0

そ の 



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき ○ 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか できない ○ 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

今後も引き続き収納率向上に向けて回収管理組合と連携し、個々の案件を精査し、粘り強く取り組んでいかなければならな

い。また、回収管理組合の解散を見据

４

え、徴収強化に向け担

　

当職員の配置も途切れ

事

ないようにしなければ

業

ならない。本市と

同様

の

の問題を抱える自治体

評

と課題や問題点の共有

価

を図るとともに国や県

評

に対しても援助を求め

価

ていくことも必要であ

基

る。

担当課評価の根拠

準

回収管理組合との連携

[

の強化が今後より一層

妥

求められる。

見直し・

当

改善内容

性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

(

県支出金 0 0 0 0 0 0

1

0 0 0 0

市　　債 0 0

)

0 0 0 0 0 0 0 0

そ 

事

の 他 10,484 1

業

0,299 10,36

経

7 9,755 9,82

費

1 9,941 9,82

○

6 0 9,826 0

一般

管

財源（税等） △8,2

理

53 △8,230 △8

経

,574 △7,962

費

△8,121 △8,3

[

83 △8,515 0 △

長

8,515 0

所要人数

期

正規職員 0.64 0.

総

59 0.64 0.64

合

0.64 0.65 0.

計

70 0.00 0.00

画

0.00

（人） 正規職

]

員以外 0.00 0.0

そ

0 0.00 0.00 0

の

.00 0.00 0.0

他

0 0.00 0.00 0

分

.00

主な予算内訳
【

野

R7年度当初予算額】

別

和歌山県住宅新築資金

目

等貸付金回収管理組合

標

負担金1,311千円

５
その

３　目

他

標及び実績
指標名 単位

事

令和04年度 令和05

業

年度 令和06年度 令和

区

07年度 令和08年度

分

活
動
指
標

回収管理組合

(

への職員派遣人数
人

目

2

標値 1 1 1 1 1

実績値

)

1 1 1

達成度(%) 1

自

00% 100% 100

治

% % %

目標値

実績値

達

事

成度(%)

成
果
指
標

債

務

権回収率(滞納繰越分

○

)
％

目標値 1.0 1.

法

0 1.0 1.0 1

実績

定

値 1.58 1.04 1

受

.46

達成度(%) 1

託

00% 100% 100

事

% % %

目標値

実績値

達

務

成度(%)

その他

政　策 １
健全な財政運営の推進 会計 一般会計

款 土木費

施　策 ２
特別会計等の経営健全化 会計・ 項 住宅費

予

事

算区分 目 住宅管理費

取組方針 １
特別会計等の経営健全化 大事業 住宅管理事業（改良分）

中事業 住宅新築資金等回収管理組合事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 平成21年度 ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 住宅第２課 山

業

本 昌樹 435-1103

事業実施の根拠法令 関連課 人権同和施策課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

住宅改修資金貸付金の収納率向

チ

上 和歌山県住宅新築資金等貸付金回収管理組合を設置し、貸付金の債権回収を行う。

事
業
内
容

令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度

和歌山県住宅新築資金等貸付 和歌山県住宅新築資金等貸付 和歌

ェ

山県住宅新築資金等貸付 和歌山県住宅新築資金等貸付 和歌山県住宅新築資金等貸付

金回収管理組合と連携し、住 金回収管理組合と連携し、住 金回収管理組合と連携し、住 金回収管理組合と連携し、住 金

事

回収管理組合と連携し

ッ

務

、住

宅改修資金の債権

事

回収を行う 宅改修資金

業

の債権回収を行う 宅改

N

修資金の債権回収を行

o

う 宅改修資金の債権回

事

収を行う 宅改修資金の

業

債権回収を行う

。 。 。

名

。 。

[事

ク

業基

２　事業コスト

事業費

本

等（千円）
令和04年

情

度 令和05年度 令和0

報

6年度 令和07年度 令

]

和08年度

当初予算 決

1

算 当初予算 決算 当初予

0

算 決算 当初予算 決算 計

6

画 決算

事業費 2,23

7

1 2,069 1,79

シ

3

3 1,793 1,70

住

0 1,558 1,31

宅

1 0 1,311 0

伸び

新

率（％） △24.1%

築

△29.6% △19.

資

6% △13.3% △5

金

.2% △13.1% △

等

22.9% △100%

回

0% 0%

人件費
正規職

収

員 4,965 4,57

ー

管

7 4,983 4,98

理

3 4,987 5,06

組

5 5,455 0 0 0

正

合

規職員以外 0 0 0 0 0

事

0 0 0 0 0

小計 4,9

業

65 4,577 4,9

事

83 4,983 4,9

業

87 5,065 5,4

区

55 0 0 0

国庫支出金

分

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

一部事務組合で債権管理を行うことにより、専門的な債権の管理回収を進めることができる。

担当課評価の根拠

引き続き一部事務組合と連携を図りながら、滞納

４

債権の回収に努めてい

　

く。

見直し・改善内容

事業の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当


